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経済成長と産業構造の変化

士
口

田 義

I 問題のあらまし

国内総雇用(就業〉数に占める工業(主として製造業〉部門の雇用の比率，ないし工業部門

の付加価値額の国内総生産に対する割合の低下をさして「脱工業化J (de-industrialization) 

というのが普通で、ある。この縮小部分は専らサービス部門の比率の増大となっているので，こ

のような構成変化は，経済のサービス化またはソフト化ともよばれている。

1970年代以降の先進工業諸国経済の長期停滞のもとで一般的に進行してきたこのような「脱

工業化」の傾向は，一体何を意味しているのだろうか。それは，人口一人当りの実質所得が現

在のように高い水準に達した先進経済にとっては自然、的・必然的な現象なのであろうか。ある

いは，このような一般的な内在的傾向が存在することは明らかであるとしても，現実の状態は，

客観的環境条件の変化に対する対応の不十分さにもとづく国内工業生産の相対的衰退を現わす

とし、う側面があるのではないか。先進工業国のいくつかのいわゆる「成熟」産業が，新興工業

国の出現によって国際競争力を弱めてゆくことはさけがたし、。しかし問題は，衰退産業に代わ

る強力な新しい成長工業をつくり出してゆくことができないとすれば，それは何故か，という

ことである。技術革新の強度は，人力を以てしては如何ともしがたし、自然現象のようなもので

あるのではなし、。現実に生じている「脱工業化」またはサービス化の傾向は，経済の自然的な

法則的関係と工業部門における技術革新の相対的おくれないし不振との合成物であるのが一般

的であるように思われる。この合成の内容がどういう性質のものであるかが，産業構造変化の

問題の解明に当ってまず検討さるべき第 1 のポイントである。例えば，雇用が絶対的および相

対的に拡大している部門の賃金率ないし一人当り所得が縮小部門のそれよりも低く，しかもな

お相対的に低下し続けているような場合には，この就業構成の変化は経済の正常な成長過程で

はなくして，病理的な現象である，と考えらるべきであろう。というのは，このような部門は

潜在的過剰労働力のプールになっているものと考えらるからである。

明確にさるべき第 2 の点は，各産業部門聞における成長率の違いと全体としての経済成長と

の聞の関係である(なお，ここでの産業とは，生産物としてのすべての物財およびサービスの

生産部門をさす，最も広義のそれである〉。全産業の平均成長率(つまり経済成長率〉よりも
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成長率の高い高度成長部門は，経済成長の先導部門(leading sector) であるのかしれないし，

反対に経済成長の結果であるのかもしれない。成長率の大小いかんだけで，何が先導者であり，

後が後続的であるかを決めるわけにはいかないのである。一体，高度成長のサービス部門のう

ち，どのようなものがどの程度において経済成長のエンジンまたは推進力となることができる

のだろうか。なお以下においては，経済全体としての労働の供給量は一定であると仮定する。

つまり労働力人口の増加にほぼ逆比例して平均労働時間が短縮されるか，または労働力人口と

平均労働時間とが一定であると想定するわけである。そうすると，長期の経済成長は，平均労

働生産性の向上によってのみ可能となる。平均労働生産性の向上を可能にするものは，それぞ

れの産業部門における生産性の上昇と，低生産性部門から高生産性部門への労働力の移動で、あ

る。しかし低生産性部門の雇用比率が次第に減少し，さらに部門聞の生産性格差も縮小してゆ

くならば，経済成長をもらす供給要因は，それぞれの産業部門における生産性の向上に殆んど

限定されることになる。そして利用可能な生産資源の質が一定である場合には，生産諸要素聞

における代替可能性は，農業などの一部のケースを除いて，無視しうるほどのものにすぎない

のが実際であるから，生産性の向上をもたらすものは，技術進歩だけである，ということにな

る。そうすると問題は，産業技術の進歩が，どのような産業においてどのように分担されるか，

ということになる。技術進歩において中心的な役割を果す産業部門は何か。技術進歩は複雑な

重層的構造をもっ過程で、あって，それぞれの産業部門はこの複雑な過程においてどのような役

割を果してきたし，また果すことができるだろうか。

サービス部門のうちでも，今後の最大の成長分野と目されているものが，いわゆる「情報産

業」である。一体， I情報化d ないし「情報革命」なるものは，経済にどのようなインパクト

を及ぼしつつあるのか。今後の経済進歩において決定的な重要性をもっと考えられている「情

報」とは何か。情報技術の進歩は，新しい技術知識の開発と普及においてどのような役割を果

すことができるか。|情報革命」なしにはえられなかったどんな種類の「情報」が，どのよう

なコストで入手可能となるのか。収集され，処理され，伝達される膨大な情報類は，一体どの

ように活用されているのか。個々の企業にとっては競争上，多大な情報活動が必要なのであろ

う。しかし社会的にみて果してどれほどのものが適正量として必要なのだろうか。この問題は，

宣伝・広告の場合と同じである。「情報革命」は，社会的にみて多大の無駄をっくり出してい

るのではないか。経済成長において，重要な役割を果すべき情報産業とは何か。このような間

題が，本稿で

第 4 の問題は，低生産性部門とりわけ農業と零細サービス部門の進歩をどのようなプロセス

でもって推進しゆくか，ということであるO 農業問題は効率化だけの観点から論じっくされる

事柄ではないが，経済問題としては，農業の合理化一ーその基準は日本農業がほぼ国際競争を

もつように生産性水準をひき上げることであるーーのためには，どれほどのコストと時間がか

かるか，あるいは全体としてのどのような経済成長過程のもとで可能となるか，ということが
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まず検討されねばならなし、。長期的な国民経済成長計画の一環としての農業合理化政策という

長期ビジョンなしには，農産物の輸入自由化に対する海外からの強い圧力に十分対抗すること

は困難であろう。農業生産の合理化は，工業の場合に比べてより急速な「脱農業化」を結果せ

ざるをえないであろう。雇用量の変化率=産出量の変化率一労働生産性の変化率という自明の

恒等式に従って，農業就業者は，生産性の向上率が産出量の増加率を上回る率だけ減少せざる

をえないのであるO 農業からはみでる労働力をどこにどう吸収するかが，長期的な農業合理化

政策の一つの柱で、ある O もう一つの柱は，農地制度の改革と農地の区画整理である。高度成長

時代においてもこのような制度的改革は殆んど進行しなかっただけに，今後の低成長時代の改

革には長い時聞がかかるであろう。土地問題は，すべての産業と国民生活とに重要な繋がりを

もっているのだが，農業経営の合理的大規模化によって生じる単位農地面積当りの実質収益の

減少は，地価問題の解決への重要な土台となるであろう。

11. 経済成長と「脱工業化」

(1) 工業製品に対する需要の弾力性

一人当りの実質所得水準がある値を超えると，工業製品に対する一人当りの需要量の増加率

が所得水準の成長率よりも小さくなる，つまり工産品に対する需要の所得弾力性が l よりも小

となるという傾向は，農産物の場合のようには，消費財に限定しても，一般的に明確に現われ

ているわけではない。特定グループの消費財に対する需要を決定する最も重要な変数は実質所

得水準であるけれども，それは現在の所得水準だけではなく，過去の生活水準と将来所得の予

想変化率によっても影響を受ける。そしてこの所得には，生産所得のほかに移転所得と資本利

得が加えられねばならなし、。その他資産効果や消費者金融の諸条件なども考慮されねばならな

いが，分析がミクロ的になればなるほど，問題の対象となる特定商品の相対価格の変化と新型

商品の出現の頻度とが，相対需要の重要な決定因となる。

全体としての工産消費財に対する需要の代替の弾力性はそう大きなものではないだろうけれ

ども，工業製品に占める者修財の割合がなお相対的にかなり高し、かぎり，工産品需要に対する

価格効果は，農産物のそれよりも大きいであろう。そして相対価格の変化の代替効果は，相対

価格の変化率がほぼ同じであっても，重要な新型製品が続出する場合とそうでない場合とでは，

かなり大きな違いを示すであろう。価格効果が大である財は，所得効果もまた大きいのが普通

である。このような場合には，名目国内総生産額に占める工業部門の付加価値額の比率は必ず

増大する。反対の場合には，工業部門の産出量(実質付加価値〉の成長率が経済全体の成長率

よりもなおより大であるとしても，国内総生産額に対する工業生産額の名目構成比率は減少せ

ざるをえない。これらの弾力性が一般的にどのような値をとるかは，事実の問題であって，理

論的にはなんともいえない。いわゆる「ベティー=クラークの法則」なるものは，経験的な現
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象であって，経済理論的必然性をもつものではない。

ある生産部門の名目付加価値額は，いうまでもなく，その部門の産出量(実質付加価値額)

とそれを構成するそれぞれの生産物のその時々の貨幣市場価格(正確には「要素費用価格J)

との積である。したがって工業部門の名目付加価値額のその他部門のそれに対する比率の変化

率は，産出量の比率の変化率と相対価格の変化率との和にほぼ等しし、。そこで工業部門の産出

量の成長率がその他部門の成長率よりもより大であっても，それよりもより大きな率でもって，

その他部門の生産物価格の工業品価格に対する比率が上昇するときには，名目国内総生産に対

する工業部門の生産額の比率は，低下するわけである。あるし、はまたこの比率は，工業部門の

雇用量のその他部門のそれとの比率と，工業部門の労働の名目付加価値生産性のその他部門の

名目付加価値生産性に対する比率との積としてあらわすこともできる。したがって工業部門の

物的生産性と付加価値生産性とがその他部門よりもより大きな率で上昇していても，それより

もより大きい率でもって，工業部門の雇用量の比率の減少するならば，工業部門の付加価値比

率は低下するわけで、ある。

工業部門の産出量と労働の物的生産性との成長率がなお依然、として，その他部門よりも高い

場合，その名目付加価値の構成比率と雇用の構成比率の低下をさして「脱工業化」とよぶこと

は，必ずしも言葉の適切な使用法でないであろう。しかしここでは，一般的な用語法に従うこ

とにする。それはともかく，サービス(とくに個人サービス〕の産出量や物的生産性の成長率

の計測には，多大の困難があることは明白である。しかし程度の差こそあれ，品目構成や品質

の変化のはげしい工業部門においても，同じような問題があるのであって，そもそも実質的な

成長率の測定が不可能であるのなら，経済成長率なるものは問題とならない(なお，電力，ガ

ス，水道などは，サービスではなく工業部門に含めらるべきであろう〉。

非農工部門における産出量の成長の第 1 次的な供給上のネックが労働供給の制約であるのな

ら，工業における雇用量の減少としての「脱工業化」は，経済成長を促進させる供給要因とな

るわけである。第 1 次産業革命における近代工業の急成長を可能にしたものは，それに先行す

る「農業革命」によって，農業から近代工業部門への労働力の移動と食料の供給量の大きな増

加が実現されたことである。もちろん供給要因だけでは経済成長は達成されない。供給上の諸

要因によって可能となる範囲内において，産出量の成長率は有効需要量の成長率によって決定

される。工業部門における雇用量の増加を可能にした工業製品に対する需要の拡大は，内外の

市場においてどのようにしてひき起されたか。この需要拡大メカニズムを，供給要因の変化と

の関連において解明することが， I農業革命」なり， I産業革命」なりを理解する鍵である。同

じことは， I情報革命」についてもいえる。情報というソフト商品に対する需要は，どのよう

にしてどれほど増大するのであろうか。一体，工業製品に代ってサービスの輸出をどれほどの

率で拡大させることができるか。このような問題については，まだまだ不明確な点が多いのが

実際である。
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これまでの経済成長モデルが，分析の対象を余りにも物財に対する需要と供給とに限定した

ことはたしかであるO しかし昨今のサービスないし情報重視論は，それらと物財との関連を明

確にしていないという点で，著しく一面的である。「ソフトノミックス」なるものは，まだ萌

芽期の始まりにあって，正体不明である。その構成比率がどんなに減少しでも，食料品が人間

の生存にとって最も重要な財であることは永久に変らないだろうし，経済成長において一般的

に決定的な役割を果すものは，資本財と生産財の質的および量的変化であるということも，変

りないであろう。何が変化し何が変らなし、かということが，明確にされねばならない。

(2) 経済の「サービス化」とサービス部門の構造変化

サービス部門とは，農業(林水産業を含む)，鉱業，建設業，製造業，電力・ガス・水道な

どの物財生産業を除く，その他の雑多ないわゆる第 3次産業の総称である。しかし物財生産部

門は，もつばら物財だけの生産活動に特化しているわけではなし、。それとともに実物生産要素

の購入と管理，生産物の販売と輸送，資金の調達と運用，情報の収集と処理，何らかの研究・

開発，などのサービス活動を行っているのが一般的である。ときにはこれら諸活動の社会的分

業が拡大して，実質的には生産活動の構成には変化がないのに，独立的なサービス部門の比重

が増大することもあれば，逆に集中，統合が進行して独立的な商業，その他サービス部門の比

重が減少することもある。この分業化と総合化のし、かんにかかわりなく，企業にとって商業的

取引がより重要となればなるほど，他の事情が同じなら，経済全体として，サービス活動の比

重は増大することになる。企業の経済活動の多角化には自ら限界があるから，経済全体として

のサービス活動の比重の増大は，独立的なサービス部門の構成比の増大となるという傾向をっ

くり出す。

この傾向に，主として家計の所得水準の上昇に伴うサービス需要の総消費支出に占める比率

の増大が結びつくことによって，サービス部門の構成比率の増加を加速化させることになる。

ともかく総サービス部門の雇用および名目付加価値の構成比率の増大傾向は明らかな事実であ

るが，今までのところその実質的な生産性の長期的な向上率は，工業部門はもとより，農業部

門よりもおそし、。通信や輸送などを除いて，一般サービス業においては，サービスの質的低下

という犠牲を払うことなしには，実質的な生産性の大幅な向上を行うことは，今のところ困難

であるようであるO 技術的にそれが可能なのは，物品販売業などの物財の処理を行う分野であ

ろう。いかにして商業部門の合理化をはかるかが，農業の近代化と並ぶ，これからの日本経済

の構造改革の中心課題のーっとなるであろう。どのようなサービス部門の成長によって，物財

生産部門と物品販売業とからはみ出る労働力を有効に吸収するかということが，今後の産業構

造変化の一つの中心問題である。

わが国の高度成長時代において，農業部門の合理化を可能にした要因の一つは，工業とサー

ビス部門における雇用の高成長であった。今後，いっそう，農業や商業の近代化ないし機械化
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を可能にするサービス部門としてどのような分野の成長が期待しうるだろうか。民間企業とし

て，どのようなサービス業の高度成長が可能であろうか。まさか，日本列島の総レジャー産業

化というわけにはいかないだろう。文化的であり，長期の経済成長に最もよく貢献しうるもの

は，教育・訓練，科学・技術の研究・開発，および保健・衛生などの分野であろう。しかしこ

れらが文化的なものであればあるほど，そして適正な計画が長期的であればあるほど，それは

強力な国民的計画として遂行されるとしう性質のものでなければならないであろう。世界最先

端技術の開発とそのため基礎理論の研究には，これまでの数倍の資金と最優秀の人材との投入

を必要とするであろう。しかもそれがどのような成果を産むかは，多分に不確実である。これ

らの理由のために，今後の国民的研究・開発の中核体となるべき新しい官産学の協同機構の設

立が望ましいであろう。雇用数という点からは，今後最も成長する産業は娯楽業ないしレジャ

ー産業であろう。しかしそれは長期経済成長の主原動力としての役割を果しうるものではない。

軽薄な情報を取扱うのをこととしている情報産業の大部分もそうである。それらはいわば暇つ

ぶしのための産業で、あって，長期的には反進歩という意味での反生産的産業としての役割を演

じているものが少なくなし、。いわゆる高等教育の機関としての大学の大部分も，昨今ではその

ような反生産的なレジャー産業の一分野となっているのが，残念ながら現実である。大学制度

の改革の眼目となるべきものは，不生産的レジャー産業から社会の進歩の推進力の一つの中核

体となるように教育と研究のシステムに転換してゆくことであろう。全体としての経済の効率

と進歩のためには， レジャー産業ももちろん必要で、ある。問題なのは，勉学および勤勉とレジ

ャーのバランスなのである。必要限度を超えて反生産的となっているサービスおよびその関連

物財生産部門を削減し，生産的サービス部門をどう拡充するかということが，これからの産業

構造政策の中心的課題なのである。生産的な効果をもたない，不必要に過大となっているよう

に思われる情報活動をどう整理してゆくかということも，そのうちの一つで、あると考えてよい

であろう。サービス化ないじ情報化の問題においてまず重要なことは，そのメリットとデメリ

ットとを明確に識別することであるO 情報技術の革命的進歩のおかげで，長期停滞からの脱却

が十分に可能になると考えるのは，単純すぎるよう思われる。すばらしい情報技術は，もとよ

り万能ではないし，また合理的に活用されているわけでもない。無駄な情報の収集，処理およ

び伝達をつみ重ねるのは，資源の完全な浪費である。技術は手段であって，その経済的価値は，

それが何のためにどう使われるかということによって，主として決定される。

III. 経済成長の牽引部門

(1) 独立投資と独立消費。政府支出と輸出

経済成長のエンジンまたは牽引力の問題は，まず生産物に対する需要の面から検討されねば

ならなし、。需要側からいうと，成長のエンジンの役割を果すものは，生産所得の水準ないし産
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出量(または需要量〉の変化からは独立的な要素である。所得が一定であっても，変化する需

要を「独立的J (autonomous) とよぶのが一般的であるが，実際にはすべての需要項目には，

大なり小なり「独立的J 要素が含まれている。家計の消費支出もそうであって，所得の関数と

しての「消費関数」は，所得以外の諸要因の変化によって移動する。したがってときには，独

立的な個人消費の増加が経済成長の起動力としての役割を果すこともある。しかし，いうまで

もなく，需要の増加だけでは，長期の経済成長は生じない。消費の増加は，それが投資を誘発

することによって生産能力の増大をひき起し，投資の増加がその乗数倍の所得の増大を通して

消費支出のいっそうの拡大を誘発するという，消費と投資との相互拡大作用が続く限りにおい

て，経済成長過程が進行する。

しかし独立的消費に影響を及ぼす諸要因がつねに拡大的効果をもつように変化するのでない

ことは，もちろんである O 長期的には促進効果と抑制効果とが相殺されて，経済成長の先導者

としての独立消費の役割は無視しうるほどのものにすぎない，と考えてよいであろう。つまり

長期成長理論においては，家計消費は一括して，個人可処分所得の従属変数として取扱ってよ

いであろう。そうすると，経済の内部的需要は消費と投資とのこつしかないのだから，経済の

内部的なダイナミズムを体現しているものは， I独立J 投資だけである，ということになるO

それでは「独立」投資なるものはどのようにして決定され，どう変化するか。

形式的にいうと，民間企業投資は，それが「独立的」であれ「誘発された」ものであれ，そ

の予想収益率と予想市場利子率とによって決定される。投資関数の中心問題は，投資主体であ

る企業の予想収益率がどのようにして決まるか，ということであるO 予想収益率の決定因とし

ての客観的な経済的変数には，投資計画がたてられる時の需要の水準と過去の変化率のほかに，

いくつものものが加わる。一般論としては，すべての経済変数は直接的にか間接的にか投資の

予想収益率の決定に参加するということになるであろうが，そのうちで主なものをあげると，

企業の実物資本の保有量，負債の実質額，投資の対象とされる投資財の供給価格，企業が生産

する生産物の価格と単位生産物当りコストとの関係，などであるが，独立投資に決定的な影響

を及ぼすものは，技術知識のストックとしう独立変数である。投資の決定因としての経済的諸

変数についていうと，一番厄介な問題は，これらのうちでの市場変数のそのときの実際値と将

来の予想との関係である。予想、がたてられるときの実際値と予想値との比率をかりに予想係数

とよぶならば，この予想係数がしばしば大きく変動するのは何故かということが，まだ十分に

理論的に説明されるに至っていない。これが，技術知識の変化の問題と並ぶ，投資関数理論の

アキレスの臆なのである。しかし人間の予想ないし期待といった経済行動の心理的側面の解明

には，経済学はごく限られた貢献しかなしえないのかもしれない。

それはともかくとして，ここでは主として経済的(内生的〉諸要因によって決定される投資

を「誘発的」とよび，大きく経済外的な独立(外生〉変数によってきまるものを「独立」投資

とよぶことにしよう。この独立数もまた単一で、はなく，制度的，自然、的および技術的ないくつ
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ものものからなっているが，現在の先進経済においては，重も重要なものは技術的要因である。

つまり経済成長の先導者としての役割を果すべき投資は，技術革新投資であるO

その国の産業の技術水準が世界の最先端に接近すればするほど，外国技術の導入によって模

倣的革新投資を推進してゆく余地は，それだけ小さくなるO こうして革新投資が，可能であり

かっ望ましい率での経済成の先駆者として十分な率で拡大してゆくことが困難になるならば，

それを補充することができるのが，政府支出と輸出(または輸出マイナス輸入として純輸出)

の増加であるO 政府の財貨サービスに対する支出は，その経常収入に，したがって税率を一定

とすれば国民所得水準に依存せねばならないという理由は何もないのであって，必要に応じて

適当に拡大すればよいのである。そもそも政府支出は，独立変数または政策変数として処理さ

るべき性質のものである。これに対して輸出は，海外要因によって大きく左右されるという意

味で「独立的」変数なのであって，財政支出のように自主的にコシトロールしうるものではな

い。しかも革新投資の成長率が低下する場合には，その国の貿易可能商品の国際競争力は弱ま

るとし、う傾向をたどるであろう。そのときには，経済成長の先導者としての政府支出の重要度

は，いっそう増大せざるをえないのである。あるいは政府支出の増大に対して心理的な抵抗が

あるのなら，減税によって民間消費を刺激するとし、ぅ租税政策がまずとられるべきであろう。

(2) 革新投資の構造

革新投資の増加が続くためには，経済内部における新しい技術知識の開発か外部からの流入

が必要である。第 l 級の高度技術経済となることは，技術知識の輸出入において輸出超過園と

なるということであり，技術革新として導入される新しい技術知識のますますより大きな部分

が自前の開発部分からなるように変化することであるO このためには，開発される技術が独創

的かつ科学的に高度なものであるほど，より多額の研究・開発費の支出とより多くの第一級の

研究・技術スタフの確保を必要とする。問題はまず，このようにして増大してゆく研究・開発

資金(研究スタフの育成費を含めて〉の調達ないし捻出をどのような部門がどう分担するか，

ということである。基礎研究費の割合が大きくなるにつれて，公的ないし準公的部門の分担す

べき比率は増大せざるをえないであろう。つまりこれからの技術革新の推進にあたっては，出

発点としての研究・開発資金の調達面における政府部門の分担分は増大せざるをえないのであ

る。そしてこれとともに，公的部門自身による研究活動の比重も増大させるをえないであろう。

研究・開発活動の分業が効率的に進行するためには，研究分野と開発(応用)分野との聞の密

接なフィードバックの関係の成立が必要である。他方また公的部門と私的部門とのそれぞれの

内部における合理的な競争と協同とのシステム確保がはかられねばならなし、。競争による効率

化のためには，研究・開発活動におけるある程度の重複はさけられないであろうが，政策的調

整も必要であろう。

技術革新の第 2 の段階は，新しい生産物の生産と新しい生産方法の導入のための新型の耐久
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資本財や生産財(原材料・燃料などの中間生産物〉の生産の開始である。技術革新のために必

要なこれらの新型財を，かりに革新投資財とよぶならば，これはどのような部門によって生産

されるか。資本財や生産財部門が相対的に未発達であれば，革新投資財は，それを使用する消

費財部門によって主として開発され，生産されざるをえないであろう。つまり資本財産業が未

発達である初期の発達段階では，消費財部門の技術革新による革新投資財に対する需要の増加

が，資本財ないし重工業の発達を誘発する，というコースをとる O そして重工業，次いで化学

工業の発達につれて，重化学工業部門における始発的な技術開始と革新投資が可能となるO 重

化学工業の自律的な革新投資の増大によって，軽工業やサービス部門の投資が誘発されという

関係が成立する。そしてこれによって，経済成長の加速化が可能になるわけである。

革新投資財の開発，生産および使用の関係については，一般的に次のことがし、える。それは，

この研究・開発が生産者と使用者とのどちらによって主として行われるかは，両者の経営資源

の規模と質との違いによって決まる，ということである。弱小企業によって構成されている産

業では，革新投資財の開発と生産とは，殆んど偶然、的にしか起らない。農業や零細サービス業

はその代表例であって，そこで使用される革新投資財は，殆んどそのすべてが工業部ないしそ

の他部門によって開発され生産されている。そしてまた，同質の財が多数の独立的な生産者に

よって供給されている「完全競争」産業では，個々の企業にとっては率先して新しい革新投資

財を導入する誘因は乏しい。革新投資のリスクがほぼゼロであるとし、う見極めがつくまで、は，

弱小企業は技術革新を行うとはしないのが普通で、ある。新しい技術についても，その生産物の

供給についても独占的要素を何一つもたず，かつまた資金的余裕のなし、小企業は，革新投資に

対して極度に慎重たらざるをえないのである。ただしその反面，革新投資のリスクはなくなり，

新技術の導入をおこたると破産せざるということが明白になると，模倣的技術革新が一挙に普

及し，そのためにしばしば過剰生産を結果することにもなるのである。農業部門の生産性の向

上率は，長期的にはかなり高かったが，それは受動的であり，不安定であった。農業における

産出量と生産性の向上率がその他部門よりも高かったとしても，技術革新が受動的で、ある限り，

それは経済成長の先導者であったということはできなし、。

今までのところ，革新投資財の研究・開発を行ってきた民間部門は，その生産者と使用企業

であった。しかし技術の高度化と効率化のための分業化の展展とのもとで，生産と利用とから

独立した研究・開発活動の専門分野が拡大してゆくのではないか，という問題がある。しかし

シンクタンクとよばれる民間情報サービス部門の成長には，次の二つの疑問点があるO それは，

第 l に，ベンチャービジネスとしてのシンクタンクは，継続的にどのような規模の資金と人材

を調達しうるか，ということ。第 2 は，革新投資財の生産と使用とから分離した独立サービス

企業が，どれほど効率的に，長期の研究期聞を要する高度技術の研究・開発を行し、うるか，と

いうことである。民間シンクタンクという情報部門の活躍については，その範囲にかなり大き

な限界があるように思われる。弱小シンクタンクは一時的には増大しても，長期的には整理統
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合されてゆくとしう傾向をたどるのではないか。何れにせよ，民間の独立的な研究・開発部門

の高度成長といったことは余り期待できそうにもなし、。わが国のいわゆる総合研究所なるもの

の多くは，ほんものの研究・開発ではなく，情報の収集を中心とする調査機関に終ってしまう，

ということになるのではないか。しかもそれは，主として経済および政治に関する情報につい

ての，ということになりそうであるO 経済知識は，開発され導入される新しい技術の種類，投

資の規模およびタイミングの策定には不可欠であるけれども，それ以上の何ものでもない。

技術革新の第 3 の局面は，革新技術の普及過程における技術改良である。模倣者による技術

の改良がし、かに大きな成果をあげることができるかは，近年におけるわが国の経済成長に明確

に示されている。革新の先行者がその技術の改良と新しい新しい技術革新を怠るならば，模倣

者は革新者を追い越すことができる。しかし模倣技術の改良には限度があるから，模倣者は革

新者となるのでなければ，その優位を保持し続けることはできない。逆にいうと，革新者は新

しい革新を行い続けることによって，先駆者であり続けることができる。つまり経済成長のた

めには，革命的な技術革新と改良との双方が重要なのであって，革新と模倣，革命と改良との

双方を維持し続けるものが，長期経済競争において優位を保つことができるO それはともかく

として，部分的改良の積み重ねは，生産性の向上と生産物の性能の改善に大きな効果をもたら

すのであって，新しい革命的技術の出現の度合いがにぶっているときには，技術改良の強度の

いかんが，決定的な重要性をもっO そして性能改善のための技術改良をなしうる能力を最も多

くもっているものは，多くの場合，改良の対象となるべき投資財の生産ないし使用の経験を積

み重ねてきた産業部門であろう。その研究・開発部の技術者が生産現場の事情に精通している

ような企業が，技術改良において最も高い能力をもつで、あろう。生産物の生産および利用と技

術知識の拡大とは，相互補完的に進行すべき性質のものであるO

IV. 不比例成長

百要の所得弾力性なるものが問題となるのは，それに対する需要が大きく所得水準に依存す

る生産物についてである。消費需要は一般的にそうであって，一人当りの実質所得水準が上昇

する経済では，消費財部門を構成する諸産業の成長率には大きな聞きが生じるのが一般的な現

象であるO 消費財を農産物，工業製品，サービスに分類するならば，それらに対する需要の所

得弾力性が同一でない限り，これらの部門の成長率は，一人当りの所得ないし生活水準の上昇

につれて，当然に違った値をとる。つまり全体としての消費財部門内部の成長は，不均等たら

ざるをえないのであるO しかしこれと，消費財部門と資本財ないし投資財部門との聞のそれと

は明確に区別されねばならなし、。技術進歩を伴う成長経済において，資本財部門の成長率が消

費財部門のそれよりも大でなければならないという必然性はない。投資は所得水準からは独立

的な要素をもつからである。資本財部門の成長率の方が消費財部門よりも高いこともあれば，
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反対に低いこともある。そして総需要に対する投資需要の比率が適当に変化することが，社会

の消費性向と投資の産出能力係数とが変化する経済においては，利用可能資源の完全利用成長

のための必要条件なのである。

何をさして「均衡」とよぶかは，必ずしも明確でないが，資本設備の正常利用のもとでの生

産水準における総貯蓄の供給と総投資需要との一致をもって資本の正常利用均衡とよぶならば，

この意味での均衡成長は，消費と投資との不比例成長とし、う構造のものでなければならないの

が，実際にはむしろ一般的である。均衡成長が比例成長であるのは，貯蓄性向と正常な資本係

数とが一定である場合に限られる。仮想的な比例成長ではなく，現実の経済成長の問題は，貯

蓄性向や資本係数が変化するときに，潜在的総貯蓄の自発的供給と総投資需要とを一致させる

ような市場メカニズムはどれほど有効に働くのか，あるいは働かないのか，ということである。

このメカニズムが十分に有効に働かないことから生じる現象が不安定な経済変動であって，こ

の変動過程を無視して意味のある成長理論を構成することはできない。

比例(ないし均等〉成長をもって「均衡」成長とよぶならわしは，経済の均衡条件の一つは

各産業部門聞における資本利潤率の均等であり，不比例成長が部門間の利潤率の不均等を必要

とするかぎり，それは均衡条件に反する，ということから由来しているのであろう。しかし不

比例成長のための不均等な資本蓄積率がどの程度の現実の利潤率の不均等を必要とするかは，

必ずしも明確ではなし、。何故なら投資を決定する利潤率は，予想されるそれであって，この予

想に大きく影響を及ぼすものは，それぞれの生産物に対する需要の成長率だからである。した

がって現実の利潤率がほぼ同一であることと，不均等成長とは，必ずしも矛盾しないのである。

均衡成長としての資本財部門の不比例的な高率成長を必要とするのは，社会の貯蓄性向が上

昇するときである。貯蓄性向の変化に対応して投資性向が増大するためには，貯蓄性向の増大

の投資に対する抑制効果を相殺して余りある独立投資促進困の増強，ことに資本財部門でのそ

れがなければならなし、。消費需要の増加率の減少は，それ自体としては，投資性向の減退を結

果するのであって，投資の増加率を高めるというようなことはありそうにもなし、。(なお，生

産物を消費財と資本財ないし投資財とに三大別する場合，中間生産物はどちらの最終財の生産

にあてられるかよって，消費部門と投資部門とに分属されるわけで、ある。多くのマルクス経済

学者のように，中間生産財をすべて非消費財としての「第 1 部門」に含めることは正しくなし、。

これで、は中間生産物の社会的分業が進むにつれて，実質的な生産構造に変化がなくても， 1第

1 部門」の「優先的」発展が進むというおかしなことになる。〉

要するに，貯蓄意欲の増大がそれ自体として自動的に投資意欲を強めるとし、う市場メカニズ

ムは存在しない。貯蓄性向の上昇が投資の不比例成長を可能にするのは，貯蓄の動きに対応し

て投資需要の増加率を増大させる独立的な投資誘因の強化がある場合である。投資の増加がな

ければ，実際の貯蓄は増大しなし、。投資の増加がないのに貯蓄性向が上昇するならば，総有効

需要水準は低下し，そしてこれにする資本設備の操業度と利潤率との低下は，投資を減退され
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るであろうから，実際に実現される貯蓄は，貯蓄性向の上昇の結果として却って減少する。

投資の不比例的成長は，貯蓄性向の先行的増大を必要としない。投資需要の増加率の増大の

結果として貯蓄性向が上昇するならば，これと投資需要の増加率の増大とが相まって，投資の

不比例成長が実現するのである。このことは，正常な投資係数(投資によってっくり出される

設備能力の増分に対する投資の比率)の増加ついてもあてはまる。総生産 Y に対する投資 I

の比率は，

1 LlY 1 

Y Y LlY 

であるから，投資比率の変化率(投資の不比例成長の度合〉は，経済成長率(総生産=総需要

の変化率〉と投資係数の変化率との和であるO したがって，投資係数の増加率と逆比例して経

済成長率が低下しないかぎり，投資比率は上昇する。つまり投資の不比例成長が結果する。そ

して均衡成長の過程において，経済成長率が投資係数の増加率と逆比例的に低下しないための

条件は，投資性向および貯蓄性向の上昇である。均衡経済成長率の公式は，

均衡経済成長率=資本設備の正常利用の生産所得水準における貯蓄性向÷正常な投資係数

であるから，この経済成長率がどう変化するかは，投資係数の増加率に対して貯蓄性向がどう

変化するかによって、決まる。投資係数と貯蓄性向との変化率が同じなら，均衡成長率は一定で

あり，そして潜在的生産所得水準における自発的な貯蓄の供給量と投資需要とが等しいときに，

均衡成長率の実現が可能となる。貯蓄性向が一定であっても，総生産に対する現実の投資の不

比例的拡大が生じるならば，現実の貯蓄比率もまた投資比率と同等に増大する。しかしこれは，

みたされない消費需要といういわる「強制」貯蓄の成立によって可能となっているのであり，

意図されない貯蓄の増加のもとでの成長は，もちろん均衡ではなし、。投資需要を刺激する投資

係数の増大のもとでの均衡成長は，貯蓄性向の上昇を伴うものでなければならない。投資係数

と貯蓄性向との変化率が同一で経済成長率が一定なら，当然に投資比率は投資係数の増大率と

同じ率で上昇する。

反対に投資係数が低下するときには，均衡成長の達成のためには，貯蓄性向が適当な率で低

下するように調整されねばならなし、。この調整によって経済成長率がほぼ一定になると，当然

に投資比率は減少するわけである。

しかし実際に重要な問題となるのは，正常な投資係数の変化に対して企業の投資需要がどう

反応するか，ということおよび社会の貯蓄性向がどう調整されるか，ということである。投資

係数の上昇は，投資需要を促進する要因であるとともに，他方抑制因として作用する側面をも

っているからである。何故なら，投資係数の増大は利潤分配率の上昇がなければ，投資の期待

収益率を低めるからである。その生産物価格を「管理」することができる独占的大企業ないし

企業集団は，価格政策によって所得の分配率をひき上げることができる。しかし利潤分配率の

ひき上げは，一般的に社会の貯蓄性向をひき上げる。そして潜在的貯蓄の供給量の増加率の増

大率よりも，投資需要の増加率の増大率の方が小さいならば，潜在的貯蓄の供給に対する投資
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需要の不足という不均衡が発生する。

他方，投資係数の減少は，所得分配率が一定なら，投資の収益率を高める O しかし投資係数

減少の投資抑制効果の方がより大であるかもしれない。一般的にいうと，企業が容認しうる収

益率の範囲内において，生産物に対する需要の変化率がどんな率で変化すると予想されるかと

いうことと，投資係数の変化率との聞の関係によって，投資の変化率は決まる。有効需要の予

想増加が一定ならば，投資係数の減少率だけの率で投資比率は低下する。これに照応して貯蓄

性向も低下しないなら，これまた潜在的貯蓄に対する投資の不足という一般的需要不足の不均

衡が発生する。所得の分配率が一定であれば，貯蓄に抑制効果を及ぼす何らかの要因の増大が

ない限り，投資比率の低下に対応して貯蓄性向は減少しなし、。超過供給の圧力のもとでは物価

が下落して利潤分配率が減少するとともに，物価下落によって消費者の金融資産や移転所得の

実質価値が増加するときには，貯蓄性向は減少するであろう。しかし物価下落は，企業の負債

の実質価値を増加させるし，将来も物価下落が続くとし、う予想が生じると，それは投資の予想

収益率を減退させる。物価下落による需給バランスの回復は，実際のところかんたんで、はない。

投資係数がどう変化するかは，投資に体現される技術のタイプと投資の産業別構成がどう変

化するかによって決まる。したがって経済の一般理論としては，その変化の方向についてなん

ともいえない。技術進歩とともに投資係数は一般的に増大するという必然性を，経済理論は論

証することはできなし、。

投資係数の減少の結果，投資の成長率が消費そのれ以下になる場合，経済成長は消費先導型

となるわけで、はなし、。消費先導となるのは，独立消費の成長率が独立投資のそれよりもより大

となる場合である。しかしこのようなことは，大きな制度的改革がなければ，実際に実現しな

いであろう。

一人当り所得水準の上昇につれてサービスに対する需要の所弾力性は次第に大きくなり，当

然にその反面に物財に対するそれは減少するであろう。こうしてサービスに対する需要が物財

としての消費財や資本財に対する需要よりもより高い率で増大するとしても，それだけではサ

ービス部門が経済成長の主導者となるわけではない。そうなるためには，サービス部門におけ

る独立投資が高率で増大するか，サービスに対する独立的需要が急増するかの何れかの条件が

なければならなし、。しかし「情報革命」時代に，そのようなことが必然的に生じるとしづ保証

はなし、。いまのところ大幅な技術革新投資の増大が期待されるものは，通信業ぐらいなもので

あろう。道路の建設も続行されるであろうが，その増加率が大きくなるようなことはほぼない

だろう。(しかしいうまでもないことだが，建設産業は物財生産部門であって，サービス業で

はない。〉

全体としての物財生産部門における雇用量が減少するとき，完全雇用のためには，公私の生

産的一般サービス部門(物品販売業を除いた〉における雇用の拡大が，国民経済社会計画とし
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て推進されねばならない。国民的計画が必要なのは，十分かつ生産的雇用の持続的確保を，サ

ービスに対する民間需要の増加だけにたよるわけにはし、かなし、からであるO

(1989 ・ 3 ・ 20)
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